
○国立大学法人新潟大学におけるハラスメントの防止等に関する規程 

(平成 28 年 3 月 28 日規程第 21 号) 

改正 平成 28 年 12 月 27 日規程第 92 号 平成 30 年 3 月 27 日規程第 22 号 

平成 30 年 9 月 27 日規程第 78 号 平成 31 年 3 月 27 日規程第 67 号 

令和元年 6 月 28 日規程第 98 号 令和 2 年 3 月 27 日規程第 48 号 

令和 3 年 3 月 23 日規程第 33 号 
 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は，国立大学法人新潟大学(以下「本学」という。)におけるハ

ラスメントの防止及びハラスメントが生じた場合に適切に対応するための措置

(以下「ハラスメントの防止等」という。)に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

(定義) 

第 2 条 この規程において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 職員 本学に勤務するすべての者をいう。 

(2) 学生等 本学の学生，科目等履修生，研究生，特別聴講学生等をいう。 

(3) 関係者等 学生等の保護者等及び関係業者をいう。 

(4) 部局 各学系，各学部(教育学部にあっては，養護教諭特別別科を含

む。)，各研究科，医歯学総合病院，各附属学校，各学部等附属の教育研究施

設，各附置研究所，各全学共同教育研究組織，各機構，各本部，附属学校部，

事務局各部，各事務部及び監査室をいう。 

(5) 部局長 部局の長をいう。 

(6) 相談者 第 6 条第 1 項に規定するハラスメント相談員に対して，ハラスメ

ントに関する相談(以下「ハラスメント相談」という。)を行った者をいう。 

(7) 当事者 ハラスメントを受けたと申し出た者及びその相手方をいう。 

(8) 申出事案 ハラスメント相談のうち，第 10 条第 1 項に規定するハラスメ

ント委員会による対応の申し出がなされた事案をいう。 

2 この規程において，「ハラスメント」とは，次の各号に掲げる行為の総称をい

う。 

(1) セクシュアル・ハラスメント 相手の意に反する性的な言動又は性別によ

る差別的言動により，相手に身体的若しくは精神的苦痛若しくは不利益を与

え，又は教育上，研究上，就労上及び修学上の環境を悪化させること。 

(2) アカデミック・ハラスメント 教育上若しくは研究上の地位又は人間関係

などの優位性を背景に，その立場又は職務権限を濫用し，教育，研究の適正な

範囲を超えて，劣位にある相手に対して不適切な言動又は差別的な取扱いを行



うことにより，相手に身体的若しくは精神的苦痛若しくは不利益を与え，又は

教育上，研究上，就労上及び修学上の環境を悪化させること。 

(3) パワー・ハラスメント 職務上の地位又は人間関係などの優位性を背景

に，その立場又は職務権限を濫用し，業務の適正な範囲を超えて，劣位にある

相手に対して不適切な言動又は差別的な取扱いを行うことにより，相手に身体

的若しくは精神的苦痛若しくは不利益を与え，又は教育上，研究上，就労上及

び修学上の環境を悪化させること。 

(4) 妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメント 妊娠・出産・育児・介護

に関する制度や措置の利用を阻害する不適切な言動又は差別的な取扱いを行う

ことにより，相手に身体的若しくは精神的苦痛若しくは不利益を与え，又は教

育上，研究上及び就労上の環境を悪化させること。 

(5) その他のハラスメント 前 4 号に規定するハラスメントに準ずる行為 

(職員及び学生等の責務) 

第 3 条 職員及び学生等は，いかなるハラスメントもしてはならない。 

(学長の責務) 

第 4 条 学長は，本学におけるハラスメントの防止等について，最終責任を負

う。 

2 学長は，職員及び学生等に対し，この規程の周知徹底を図らなければならな

い。 

3 学長は，ハラスメントの防止等を図るため，職員及び学生等に対し，パンフレ

ットの配布，ポスターの掲示等により啓発を行うよう努めるとともに，職員に対

し，ハラスメントに関する基本的事項や職員に求められる役割等について理解さ

せるため，必要な研修を実施するものとする。 

(部局長の責務) 

第 5 条 部局長は，教育上，研究上，就労上及び修学上の環境を確保するため，

 次の各号に掲げる事項に注意してハラスメントの防止に努めるとともに，ハラ

スメントが生じた場合には，適切かつ速やかに対処しなければならない。 

(1) 日常の職務を通じて，ハラスメントに関し職員又は学生等への注意を喚起

し，ハラスメントに関する認識を深めさせること。 

(2) 職員又は学生等の言動に十分な注意を払い，ハラスメントが生じることが

ないように配慮すること。 

(ハラスメント相談員) 

第 6 条 学長は，ハラスメント相談に当たるため，本学にハラスメント相談員(以

下「相談員」という。)を置く。 

2 相談員は，次に掲げる者とする。 



(1) 各学系，各学部，各研究科，医歯学総合病院，各附置研究所，各機構及び

各本部から選出された大学教育職員 男女各 1 人(事情により男女各 1 人の選

出が困難な場合は同性 2 人。次号において同じ。) 

(2) 新潟地区及び長岡地区から選出された附属学校教育職員 男女各 1 人 

(3) 総務部労務福利課長 

(4) 学務部学生支援課長 

(5) 医歯学総合病院看護部副看護部長 

(6) その他学長が適当と認める者 

3 前項第 1 号及び第 2 号に規定する相談員の数は，職員及び学生等からの相談に

適切に対応することが困難な場合，若干人増員することができる。 

4 第 2 項第 1 号，第 2 号及び第 6 号に規定する相談員は，学長が委嘱する。 

5 第 2 項第 1 号，第 2 号及び第 6 号に規定する相談員の委嘱期間は 2 年とし，再

委嘱を妨げない。ただし，相談員に欠員が生じた場合の後任者の委嘱期間は，前

任者の委嘱期間の残りの期間とする。 

6 学長は，第 2 項各号に規定する相談員のほか，カウンセリング等の専門家を相

談員として委嘱することができる。 

7 学長は，ハラスメント相談の受付体制，相談員等について，職員及び学生等に

対して周知するものとする。 

(相談員の任務) 

第 7 条 相談員の任務は，次の各号に掲げる事項とする。 

(1) ハラスメント相談に応じること。 

(2) 受け付けたハラスメント相談の内容等について，相談者の同意を得て，所

定の別記様式により委員長に報告すること。 

(ハラスメント相談) 

第 8 条 本学における職員，学生等及び関係者等からのハラスメント相談に対応

するための窓口は，次のとおりとする。 

(1) 第 6 条第 2 項各号に掲げる相談員 

(2) 第 6 条第 6 項に掲げる相談員 

2 ハラスメント相談は，前項各号のいずれの窓口に対しても行うことができる。 

(対応方法の申出等) 

第 9 条 申出事案の相談者は，次の各号に掲げるハラスメント委員会の対応方法

のうち，いずれかの希望する対応方法を選択する。 

(1) 通知 相談者の意向に基づき匿名又は顕名とし，相手方に対してハラスメ

ント相談があったことを通知する方法 



(2) 調整 相談者の意向に基づき匿名又は顕名とし，相談者及び相手方の申出

事案に関する主張を公平な立場で調整する方法 

(3) 調査 相談者は顕名とし，事実関係の公正な調査に基づき，ハラスメント

の有無を認定し，適切な措置等を講ずる方法 

2 相談者は，前項の規定により選択した対応方法が不調に終わった場合は，前項

各号に規定する別の対応方法への変更を申し出ることができる。 

3 相談者は，ハラスメント委員会が申出事案の対応を継続している間は，いつで

も書面をもって申出事案の取り下げをすることができる。 

(ハラスメント委員会) 

第 10 条 本学にハラスメントの防止等のため，ハラスメント委員会(以下「委員

会」という。)を置く。 

2 委員会は，次の各号に掲げる事項を所掌する。 

(1) ハラスメントの防止等に係る企画及び立案に関すること。 

(2) 申出事案におけるハラスメントの有無の認定及び必要な措置等に関するこ

と。 

(3) ハラスメントの防止等に係る研修に関すること。 

(4) その他ハラスメントの防止等に関すること。 

3 委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。 

(1) 理事又は副学長のうちから学長が指名する者 2 人 

(2) 各学系長 

(3) 医歯学総合病院長 

(4) 脳研究所長 

(5) 学部又は研究科の担当を命ぜられている大学教育職員のうちから学長が指

名する者 3 人 

(6) 学務部長 

(7) 事務部長のうちから学長が指名する者 1 人 

(8) その他学長が特に必要と認める者 

4 前項第 5 号，第 7 号及び第 8 号の委員の委嘱期間は 2 年とし，再委嘱を妨げな

い。ただし，委員に欠員が生じた場合の後任者の委嘱期間は，前任者の委嘱期間

の残りの期間とする。 

5 委員会に委員長を置き，第 3 項第 1 号の者をもって充てる。 

6 委員会の委員長(以下「委員長」という。)は，委員会を招集し，その議長とな

る。 

7 委員長に事故があるときは，委員長があらかじめ指名した者がその職務を 代

理する。 



8 委員長は，ハラスメント相談員からハラスメント相談の報告を受けた場合にお

いて，その内容が申出事案であるときは，当該申出事案の発生，態様等について

学長に報告するものとする。この場合において，相談者から前条第 1 項第 3 号に

規定する対応方法の申出があった場合は，速やかに委員会を招集し，当該申出事

案に係る具体的な対応について審議する。 

9 前項の場合において，報告を受けたハラスメント相談のうち，ハラスメントを

受けたとする者の相手方が学生等である場合は，委員長は，速やかに当該学生等

が所属する部局の長にその旨を報告するものとする。 

10 第 8 項の規定により委員会を招集する場合において，調査の公平性・中立性

を確保する観点から，当該申出事案の当事者及び当事者との間において特別な利

害関係がある者が委員であると委員長が認めるときは，当該委員は審議に加わる

ことはできない。 

11 委員会は，委員(前項の委員を除く。)の 3 分の 2 以上の出席がなければ，議

事を開き，議決することができない。 

12 委員会の議事は，出席した委員の過半数の賛成をもって決し，可否同数のと

きは，委員長の決するところによる。 

13 委員長が必要と認めるときは，委員以外の者の出席を求め，その意見を聴く

ことができる。 

(通知及び調整の対応) 

第 11 条 委員会は，相談者から第 9 条第 1 項第 1 号又は第 2 号に規定する対応方

法の申出があった場合において，必要があると認めるときは，当該対応方法を進

めるため，事案毎に当該事案を処理するに適当と認める者(以下「対応者」とい

う。)を複数人指名することができる。 

2 対応者は，相談者から第 9 条第 1 項第 1 号に規定する対応方法の申出があった

場合は，相談者からの申出内容を確認し，文書により相手方に対してハラスメン

ト相談があったことを通知するとともに，相談者に対して相手方に通知した旨を

連絡するものとする。 

3 対応者は，相談者から第 9 条第 1 項第 2 号に規定する対応方法の申出があった

場合は，相談者及び相手方の申出事案に関する主張を確認し，これを他方に伝達

するとともに，双方に助言を与え，意見を調整するものとする。 

4 対応者は，申出事案の対応が終了したときは，速やかに委員長に対応結果を報

告するものとする。 

5 委員長は，前項の報告があったときは，対応結果を委員会に報告する。 

(調査委員会) 



第 12 条 委員会は，相談者から第 9 条第 1 項第 3 号に規定する対応方法の申出が

あった場合において，必要があると認めるときは，事実関係等の調査及びハラス

メントの有無の審査並びに講ずべき措置等の検討をさせるため，事案毎に調査委

員会を設置することができる。 

2 調査委員会に調査委員長を置き，部局長のうちから，委員長が当該事案を処理

するに適当と認める者をもって充てる。 

3 調査委員長は，調査委員会の委員(以下「調査委員」という。)を指名し，調査

委員会の調査を掌理する。 

4 委員長及び調査委員長は，調査の公平性・中立性を確保する観点から，当該事

案の当事者との間に特別な利害関係があると認められる者を調査委員長及び調査

委員として指名することはできない。 

5 当事者は，正当な理由なく調査を拒むことはできない。 

6 調査委員長は，当事者に対して，口頭又は書面で陳述する機会を与えなければ

ならない。 

7 調査委員長は，調査が終了したときは，当該事案に係る事実関係(当事者の氏

名及び所属，ハラスメントの発生日時及び態様その他参考となる事項等)及びハ

ラスメントの有無の審査結果並びに講ずべき措置等の検討結果について，速やか

に委員長に報告するものとする。 

(ハラスメントの有無の認定及び必要な措置等) 

第 13 条 委員会は，前条第 7 項による報告があったときは，当該調査結果等をも

とにハラスメントの有無を認定するとともに，講ずべき措置等について審議を行

うものとする。 

2 委員長は，前項の認定及び審議が終了したときは，当該申立事案に関する委員

会における審議の結果等について，関係資料を添えて速やかに学長に報告するも

のとする。 

3 委員長は，第 1 項によるハラスメントの有無の認定結果を，当事者及び関係部

局長に通知するものとする。 

4 学長は，第 2 項の報告に基づき，必要と認めた場合は，関係部局長に対し，適

切な措置等を講ずるよう指示するものとする。 

(不服申立て) 

第 14 条 当事者は，認定結果に不服があるときは，前条第 3 項の規定による通知

を受理した日の翌日から起算して 14 日以内に，委員会に対して不服申立てをす

ることができる。 

2 前項の不服申立ては，理由を付した書面をもって行うものとする。 



3 委員会は，前項の不服申立てについて調査が必要と認めた場合は，再調査を行

うものとする。 

4 再調査後の審査及び認定結果の通知は，前条第 1 項及び第 3 項の規定を準用す

る。 

(緊急措置) 

第 15 条 委員長は，第 10 条第 8 項によるハラスメント相談員からの報告につい

て，直ちに対応が必要と判断した場合は，関係部局長に対し適切な措置等を講ず

るよう指示することができる。 

2 関係部局長は，前項の指示があったときは，これに従い適切な措置等を講ずる

ものとする。 

(人権の尊重及び守秘義務) 

第 16 条 ハラスメント委員会委員，相談員，調査委員会委員，関係部局長及びそ

の他ハラスメントの解決に向けた手続き等に関与する者又はこれらの職にあった

者は，当事者及び関係者のプライバシー，名誉その他の人権等を尊重するととも

に，当該ハラスメント相談，事実関係等の調査等に際して知り得た秘密を他に漏

らしてはならない。 

(不利益取扱いの禁止) 

第 17 条 学長，理事，部局長，その他職員及び学生等は，ハラスメント相談を

し，若しくは当該相談に係る調査，ハラスメントの防止のために協力若しくは正

当な対応をした職員又は学生等に対し，そのことをもって不利益な取扱いをして

はならない。 

(懲戒等の処分) 

第 18 条 学長は，第 13 条第 1 項の審議の結果，ハラスメントがあったと認定さ

れた申出事案について，ハラスメントを行った者が職員である場合には，当該職

員に対し，その加害の程度等に応じて，国立大学法人新潟大学職員の懲戒等に関

する規程(平成 16 年規程第 82 号)に基づく懲戒等の処分を行うことができる。 

2 学生等のハラスメントに係る懲戒等については，新潟大学学生の懲戒に関する

規程(平成 27 年規程第 7 号)に定めるところによる。 

(事務) 

第 19 条 ハラスメントの防止等に係る事務は，総務部において処理する。 

(雑則) 

第 20 条 この規程に定めるもののほか，ハラスメントの防止等に関し必要な事項

は別に定める。 

附 則 



1 この規程は，平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

2 新潟大学におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に関する規程(平成 16

年規程第 95 号。以下「セクシュアル・ハラスメント防止規程」という。)は廃

止する。 

3 この規程の施行日より前にセクシュアル・ハラスメント防止規程により対応を

開始したハラスメント相談については，この規程の施行日以降，第 7 条に規定す

るハラスメント相談として取り扱う。 

附 則(平成 28 年 12 月 27 日規程第 92 号) 

この規程は，平成 29 年 1 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 3 月 27 日規程第 22 号) 

この規程は，平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 30 年 9 月 27 日規程第 78 号) 

この規程は，平成 30 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 31 年 3 月 27 日規程第 67 号) 

この規程は，平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和元年 6 月 28 日規程第 98 号) 

この規程は，令和元年 6 月 28 日から施行する。 

附 則(令和 2 年 3 月 27 日規程第 48 号) 

この規程は，令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 3 年 3 月 23 日規程第 33 号) 

この規程は，令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 



別記様式（第7条関係） 

 

ハラスメント相談記録簿 

 

相 談 員               ㊞ 

 

相 談 員               ㊞ 

 

 

1．相談日時 

 

令和  年  月  日 （  ） 

 

午前・午後  時  分 ～ 午前・午後  時  分 

 

2．相談場所 

 

 

 

 

 

3．相 談 者 

 

 

氏名：           所属： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4．相談事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 相手方の氏名，所属等 

 

 

② 相手方との関係 

 

 

③ 問題とされる言動の内容 

（具体的に，いつ，どこで，どのように） 

 

 

④ 相談者が，③の言動をハラスメントと考える理由 

 

 

⑤ 相談者が，これまで相手方に講じた対応 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 第三者（目撃者，証人等）の有無 

（有の場合は，氏名，所属等） 

 

 

⑦ 第三者への相談（相談員以外の者へ相談しているか） 

 

 

⑧ ハラスメント委員会による対応の希望の有無 

  (有の場合は，解決方法を「通知」「調整」「調査」から選択) 

 

⑨ 特に留意すべき点（ハラスメント委員会による対応に際して

の相談者の要望など） 

 

 

⑩ その他 

 

 

 

 

※ 相談員からハラスメント委員会委員長への報告 

 

報告年月日 

 

 

令和  年  月  日 （  ） 

 

 

相 談 員 

 

 

 

 

委 員 長 

 

 

 

 

※ 相談員及びハラスメント委員会委員長は，本書の取扱いについて十分留意

すること。 

 

 

【 国立大学法人新潟大学 2019 年 6 月改正 】 


